
「改訂5版 M&A実務のすべて」｜編集部おすすめの1冊

数あるビジネス書や経済小説の中から、M＆A
Online編集部がおすすめの1冊をピックアップ。M＆Aに関するものはもちろん、日々の仕事術や経済
ニュースを読み解く知識として役立つ本を紹介する。

「改訂5版 M&amp;A実務のすべて」　有限責任監査法人トーマツ 北地達明ら4氏編 日本実業出版社
刊

そのタイトルの通り、「M＆A実務のすべて」を網羅した一冊。2015年に「入門書の次に読むM＆Aの
本」として刊行され、今回で改訂5版を数える。改訂は前回版からほぼ3年ぶりで、内容は2022年2月1
日時点の法令などに基づく。

章立ては前回版を踏襲した。「M＆Aの場面」「M＆Aのプロセス」「ストラクチャー」「バリュエーシ
ョン」「デューデリジェンス」「ポスト・マージャー・マネジメント」「法務」「税務」「会計」、そ
して前回版で新設された「M＆Aガバナンス」の全10章で構成する。

改正会社法の施行で2021年3月にM＆Aの新たな手法として加わったのが株式交付。自社株式を買収対
価とする手法としては株式交換（1999年に導入）があるが、株式交換は完全子会社化を目的にするケ
ースに限られる。これに対し、取得割合が100％でなくても50％超であれば、利用できるのが株式交付
で、親子関係の形成が従来よりも行いやすくなる。本書では第2章「ストラクチャー」の中で、意義や
特徴に言及している。

第4章「バリュエーション」では買収後の会計処理であるPPA（パーチェス・プライス・アロケーショ
ン）に関する項を新たに追加し、そのやり方を要領良く説明。PPAは買収時点で対象会社に存在するブ
ランドや顧客基盤などの識別可能資産を無形資産として時価ベースで算定することで、買収の目的や実
態をより明確に財務報告に反映するのが狙い。

第8章「税務」では2022年度から適用される「グループ通算制度」を取り上げた。これまでの連結納税
制度との違いや基本的な仕組み、新制度適用開始時の時価評価、欠損金の取り扱いなどについて詳しく
説明している。

2020年には外国人投資家による上場企業への出資規制を強化する改正外為法が施行されたが、こちら
は第7章「法務」で触れている。

本書は実践的な内容を身上する。企業などのM＆A担当者にとっては机上に備えておきたい一冊といえ
る。（2022年3月発売）
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